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研究要旨 

乳幼児身体発育調査では、いわゆる1か月健診に合わせて測定値を取得しているが、1か

月健診が受けられない児を調査に含めるべきかどうかの検討を行った。昨年度までの検

討にて、医学的理由により1か月健診が受けられない児の大半は、新生児疾患に由来する

入院患者であることが予想され、その多くが早産・低出生体重児に関連していた。本研究

は、2010年乳幼児身体発育調査において、生後2か月未満までのデータが病院調査と一般

調査のどちらから取得されているか、また病院調査から取得されている児の出生体重の

分布はどのようになっているのか、2010年人口動態調査を比較対象として検証した。 

2010年乳幼児身体発育調査データのうち生後2か月未満までのデータを改めて検証し

たところ、データのほとんどは病院調査から取得されていた。正常児（2500g以上）の割

合が全数調査である人口動態調査（以下、全国データ）よりも有意に少なく、また低出生

体重児（1500g以上2500g未満）の割合が全国データよりも有意に多かった。一方で1500g

未満の極低出生体重児、1000g未満の超低出生体重児の割合には、有意差は認められなか

った。このため現在のサンプリング方法によっても、適切な割合で早産・低出生体重児の

データが取得できていることが示され、サンプリング方法を調整する必要性はないと思

われた。 

Ａ．研究目的 

乳幼児身体発育調査の調査対象は、一般

調査と病院調査の大きく 2 種類の調査で構

成されており、出生時から生後 1 か月前後

までの計測値は、主に病院調査により取得

されている。病院調査は、全国の産科を標榜

しかつ病床を有する病院から、調査年の医

療施設基本ファイルを台帳として抽出され

た 150 施設で出生し、調査年 9 月中に 1 か

月健診を受診した乳児を対象としている。

調査対象施設に病床数 20 床未満の診療所

（一般的な開業産科医院）は含まれないこ

と、調査対象が産科を標榜している病院と

されていることから、1か月健診時に何らか

の理由で入院しており、入院している施設

が産科を標榜していない場合、調査対象か

ら外れること、といったサンプリング上の

制約が存在している。 

昨年度の研究にて、生後 1 か月前後で入

院している児のほとんどは、新生児集中治

療室（NICU）を含む新生児病棟もしくは小児

科病棟に入院している可能性が高く、また

入院理由のほとんどは、新生児疾患とくに

早産・低出生体重児に関連する病態が多い

と思われた。多くは新生児病棟に入院して

いると推察され、新生児病棟がある病院は

産科が併設されている可能性が高く、これ

までの乳幼児身体発育調査においても、早
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産低出生体重児のデータが含まれている可

能性が示唆された１､2）。 

本研究は、2010年乳幼児身体発育調査の

データを再検討し、調査で収集されたデー

タの出生体重別の分布を確認することを目

的とした。 

 

Ｂ．方法 

統計法に基づく利用許可を得たうえで、

2010 年乳幼児身体発育調査データを用い、

生後 2 か月未満までの調査データについて

検討を行った。また出生体重の分布につい

て、全数調査である 2010 年人口動態調査

（以下、全国データ）の結果と比較した。 

 

Ｃ．結果 

2010年乳幼児身体発育調査データより男

子の結果を表 1 に示した。生後 2 か月未満

までのデータについて検証したところ、そ

のほとんどが病院調査からのデータであり、

一般調査に由来するデータはほとんど無か

った。よって得られるデータは病院調査に

おけるサンプリングの状態を反映すると考

えられた。 

病院調査のデータは児ごとの縦断データ

であり、登録されている児の出生体重別の

分布を表 2に示した。正常児（2500g以上）

の割合が全国データよりも有意に少なく、

また低出生体重児（1500g以上 2500g未満）

の割合が全国データよりも有意に多かった。

一方で 1500g未満の極低出生体重児、1000g

未満の超低出生体重児の割合には、有意差

は認められなかった 

 

Ｄ．考察 

2010年人口動態調査において、病院での

出生は全体の 51.8%であることから、乳幼児

身体発育調査の調査対象施設である病床を

有する病院は、全出生の半数に対する調査

となっていた。児や母体に何らかのリスク

がある症例が病院に偏る傾向にあることか

ら、診療所や助産所での出産児よりも、早産

児や病児が含まれる可能性が高く、その結

果、2500g以上の正常児の割合がやや少なく、

出生体重 1500g 以上 2500g 未満の低出生体

重児の割合が多くなっているものと推察さ

れた。一方で、出生体重 1500g 未満の極低

出生体重児や超低出生体重児といった、極

めて測定値が小さくなる症例の割合が突出

して高いわけではないことが分かった。 

今回の結果から、1か月健診時を受診でき

ない入院症例の主たる要因となっている早

産・低出生体重児が適切な割合でサンプリ

ングされていることがわかったことから、

次回の乳幼児身体発育調査において、早産

児を含めるようなサンプリングは不要であ

ると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

過去の乳幼児身体発育調査において、1か

月健診を受けられない主たる要因となって

いる早産・低出生体重児は、入院症例として

適切な割合でサンプリングされていること

が分かった。 
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表 1. 2010年乳幼児身体発育調査データ件数（男子） 

  

年月日齢区分 

男子体重 男子身長 

全体数 
一般調査 

データ数 

病院調査 

データ数 
全体数 

一般調査 

データ数 

病院調査 

データ数 

0 日（出生時）  0 2424  0 2384 

1 日  0 2136  0 13 

2 日  0 2161  0 2 

3 日  0 2191  0 8 

4 日  0 2240  0 98 

5 日 

（day5 or 退院時） 
 0 2089  0 349 

（6 日）       

（7 日）       

8-22 日 

（1 か月健診） 
 4 10  4 10 

23-27 日 

（1 か月健診） 
 4 141  4 141 

28-32 日 

（1 か月健診） 
 3 1097  3 1097 

33-37 日 

（1 か月健診） 
 6 933  6 931 

38-42 日 

（1 か月健診） 
 9 190  9 190 

43 日-2 か月未満 

(60 日) 

（1 か月健診） 

 42 41  42 40 
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表 2. 2010年乳幼児身体発育調査対象者の出生体重の分布と 2010年人口動態調査における

出生体重の分布の比較 

 2010 年乳幼児身体発育調査

（男） 

2010 年人口動態調査 

（男） 

 

 度数 割合 度数 割合 残差分析 

 （期待値）  （期待値）   

 調整済み標準化残差 結果 調整済み標準化残差 結果 P 

正常児 2106  497875   

 (2192.741)  (497788.259)   

 -5.987 ↓ 5.987 ↑ <0.05 

低出生体重児 300 12.4% 46996 8.5%  

（<2500g） (207.424)  (47088.576)   

 6.736 ↑ -6.736 ↓ <0.05 

極低出生体重児 16 0.7% 4198 0.8%  

（<1500g） (18.481)  (4195.519)   

 -0.581  0.581  ns 

超低出生体重児 4 0.2% 1673 0.3%  

（<1000g） (7.355)  (1669.645)   

 -1.242  1.242  ns 

総数 2426  550742   
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